
　「第２次広島市消費生活基本計画」消費者施策（個別施策）実施状況

○基本計画の柱　２　消費者の被害の救済 1

（１）　相談体制 2

ア　相談受付 3

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

71

情報通信技術の発
達を生かした相談
受付の在り方につ
いての研究

電話での相談が困難な障害者の方
や、消費者の生活時間や都合に合
わせた相談受付、開館時間の制限
への対応など、消費者の利便性の
向上を図るため、今後、情報化の
進展や通信技術の発達などを生か
した相談受付の在り方について研
究します。

・他都市の動向について情報収集
を行った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

72

国際会議場国際交
流ラウンジの外国
人市民の生活相談
コーナーの通訳相
談員事業との連携

日本語が話せない外国人の方につ
いて、国際会議場の国際交流ラウ
ンジの外国人市民の生活相談コー
ナーの通訳相談員事業を活用し、
消費生活センターへの相談を利用
できるよう、国際交流ラウンジと
の連携を図ります。

・通訳を必要とする外国人市民か
らの相談事案がなかった。

3
市民局
消費生活セ
ンター

イ　広域連携

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

73
広域連携による相
談体制についての
研究

相談体制の広域連携の在り方につ
いて周辺の市町と協議しながら研
究します。

・本市及び周辺市町の消費生活相
談員の不足について県と協議 1

市民局
消費生活セ
ンター

74
ＰＩＯ-ＮＥＴへ
の情報登録日数の
短縮

国民生活センターにおいて、ＰＩ
Ｏ-ＮＥＴ（全国消費生活情報ネッ
トワーク・システム）による、消
費者から消費生活センターに寄せ
られる消費生活相談情報の収集を
行っていることを踏まえ、相談内
容をいち早くＰＩＯ-ＮＥＴに入力
し、全国の消費生活センターと情
報を共有できるよう努めます。

・相談受付からPIO-NET登録まで
の平均登録日数：9.1日

1
市民局
消費生活セ
ンター

75
消費者被害に関す
る広域的情報共有
体制の構築

広島広域都市圏の市町の消費生活
センターで地域性のある相談情報
を入手した場合には、電子メール
により早急な情報共有を図り、消
費者被害に関する広域的情報の共
有体制の構築に努めます。

・電子メールにより情報共有を
図った。（8件）

1
市民局
消費生活セ
ンター

（２）　相談の質の向上
ア　有資格相談員の確保

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

76
有資格相談員によ
る消費生活相談

相談については、消費生活相談員
資格試験に合格した有資格者（一
定の要件を満たし合格者とみなさ
れる者を含む。）による消費生活
相談を目指します。

・消費生活相談員資格（国家資
格）　11名
・消費生活アドバイザー資格　1名

1
市民局
消費生活セ
ンター

77
弁護士による助言
業務実施【再掲№
85】

個別の相談事案について、必要に
応じて相談員が相談者と同席し
て、法律専門家（弁護士）からの
的確な助言を仰ぎ、消費者トラブ
ルの速やかな解決を図ります。

・個々の相談解決のため、毎週木
曜日に弁護士による助言を行っ
た。2時間×50回 1

市民局
消費生活セ
ンター

78
弁護士との連携に
よる相談会の開催
【再掲№86】

弁護士会、司法書士会等との連携
により無料相談会を実施します。

・広島欠陥住宅研究会による相談
会の実施に協力　1回（６件）
・消費生活弁護士相談会　1回(10
件)
・多重債務相談会　1回(１件)

1
市民局
消費生活セ
ンター

79
弁護士会との事例
検討会【再掲№87】

弁護士を講師に招き、事例検討会
を実施します。

・弁護士を講師に招き事例検討会
を3月に1回実施した。 1

市民局
消費生活セ
ンター

80
相談員募集に当
たっての有資格者
への案内

相談員を募集するに当たり、有資
格者情報を元に募集案内を行いま
す。

・相談員の募集なし

3

・相談員の定年退職に伴
い、有資格者情報を元に
募集案内を行う。

市民局
消費生活セ
ンター

[凡例]
１　事業の内容を実施したもの
２　事業の内容を実施しなかったもの
３　事案等の発生がなかったため実施していないもの
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イ　相談員の研修

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

81
相談業務に係る研
修の実施

消費生活センターにおいて相談員
対象の研修を行い、相談対応能力
の向上など相談員の総合的な資質
の向上に努めます。

・外部講師を招いた研修会　6回

1
市民局
消費生活セ
ンター

82

国民生活センター
や広島県等が主催
する研修への相談
員の派遣

相談員を、国民生活センターが実
施する専門研修や、県が実施する
研修に参加させ、常にその能力の
維持向上に努めます。

・国民生活センター及び県が主催
する消費生活相談員を対象とした
レベルアップ研修に全員（12人）
が参加した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

ウ　事業者へのあっせん

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

83
相談員のあっせん
による契約トラブ
ル等の解決

複雑・高度な内容の消費生活相談
で事業者との交渉が必要な場合に
は、民事ルールを適用しながら、
相談員が消費者と事業者の間に
入って交渉し、問題解決のための
あっせんをします。

・あっせん件数　529件

1
市民局
消費生活セ
ンター

84
相談員の交渉力向
上のための研修の
実施

消費生活センターにおいて相談員
対象の研修を行い、交渉能力の向
上など相談員の総合的な資質の向
上に努めます。
研修や、県が実施する研修に参加
させ、交渉能力の維持向上に努め
ます。

・相談員研修会（7回）及び県が実
施する研修（5回）に参加させた。

1
市民局
消費生活セ
ンター

エ　他の専門相談機関との連携

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

85
弁護士による助言
業務実施【再掲№
77】

個別の相談事案について、必要に
応じて相談員が相談者と同席し
て、法律専門家（弁護士）からの
的確な助言を仰ぎ、消費者トラブ
ルの速やかな解決を図ります。

・個々の相談解決のため、毎週木
曜日に弁護士による助言を行っ
た。2時間×50回 1

市民局
消費生活セ
ンター

86
弁護士との連携に
よる相談会の開催
【再掲№78】

弁護士会、司法書士会等との連携
により無料相談会を実施します。

・広島欠陥住宅研究会による相談
会の実施に協力　1回(６件)
・消費生活弁護士相談会　1回(10
件)
・多重債務相談会　1回(1件)

1
市民局
消費生活セ
ンター

87
弁護士会との事例
検討会【再掲№79】

弁護士を講師に招き、事例検討会
を実施します。

・弁護士を講師に招き事例検討会
を3月に1回実施した。 1

市民局
消費生活セ
ンター

88

適格消費者団体と
の連携による消費
者被害の発生及び
拡大の防止【再掲
№109】

事業者に対して差止請求をできる
適格消費者団体との連携を促進し
ます。
また、被害拡大の恐れのある場合
は、相談者に同団体へ情報の提供
を働きかけます。

・個々の相談処理にあたって被害
拡大の恐れのある相談について同
団体への情報提供を勧めた。

1
市民局
消費生活セ
ンター

89

警察を含む関係相
談窓口等の連携の
強化（一部再掲）

消費生活センターと、次の相談窓
口及び関係機関等が相互に連携を
図りながら、相談内容の解決を図
ります。

・相談者への対応において関係す
る窓口及び関係機関等が連携し、
相談内容の解決を図った。
・消費生活相談件数　8,753件
（消費生活センター受付分）
※下記の相談窓口等の実績は、消
費者トラブル以外の相談を含め
た、各相談窓口での総件数

1
市民局
消費生活セ
ンター等

(1)

日常生活上の法律関係や交通事故
に関する困りごとなどについて相
談を受け付けます。

・民事相談件数　　　計3,869件
　交通事故相談件数　計   347件
　法律相談件数　　　計　885件
※消費者トラブル以外の相談件数
を含める。

1
企画総務局
市民相談セ
ンター
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No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

89 (2)

広島市男女共同参画推進センター
において、女性が直面するさまざ
まな悩み、不安を話せる場として
開設し、消費生活に関する相談が
あった場合、必要に応じて他の専
門機関を紹介します。

・休館日を除き、毎日実施
　相談実績　2,406件

1
市民局
男女共同参
画課

(3)

広島市男女共同参画推進センター
において、男性が直面するさまざ
まな悩み、不安を話せる場として
開設し、消費生活に関する相談が
あった場合、必要に応じて他の専
門機関を紹介します。

・毎週水曜日・土曜日実施
　相談実績　267件

1
市民局
男女共同参
画課

(4)

暴力被害相談センター及び月１回
の区役所巡回相談において、暴力
団などの介入や暴力がらみの債権
の取立て、工事の施工、不動産の
売買、商品の販売などに対する相
談に応じ、その解決方法を助言・
指導するとともに、必要に応じて
警察等関係機関への連絡や適切な
相談窓口の紹介等を行います。

・相談件数：23件
・暴力被害相談センター（本庁舎
12階）
　平日８時30分～17時00分
　相談専用電話：504-2710
・区役所巡回（13～15時）
　東区：第1火曜日 南区：第3火曜日
　西区：第4火曜日 安佐南区：第3木曜日
　安佐北区：第2木曜日 安芸区：第1木曜日
　佐伯区：第4木曜日

1
市民局
市民安全推
進課

(5)

広島市犯罪被害者等総合相談窓口
において、犯罪被害者等からの相
談や問合せに対し、庁内関係課の
各種支援制度の案内を行うととも
に、必要に応じて庁外関係機関・
団体に関する情報提供や橋渡しな
どを行います。

・相談件数：105件
犯罪被害者等総合相談窓口（本庁
舎12階）
　平日８時30分～17時15分
　相談専用電話：504-2722

1
市民局
市民安全推
進課

(6)

全区の厚生部健康長寿課（東区に
おいては厚生部地域支えあい課）
に保健・医療・福祉総合相談窓口
を開設し、保健師とケースワー
カーが高齢者や心身に障害のある
市民からの相談に応じ、助言や情
報提供を行うとともに、適切な
サービスが提供されるよう関係部
局や関係機関との連絡調整を行い
ます。

・各区役所における相談件数
　5,445件

1

健康福祉局
健康福祉・
地域共生社
会課

(7)

市内４１か所に設置されている地
域包括支援センターにおいて、高
齢者やその家族等から様々な相談
を受け、必要な情報提供や関係機
関との連絡調整等を行います。

・地域包括支援センターにおける
相談件数　 292,194件

1
健康福祉局
地域包括ケ
ア推進課

(8)

市民の介護保険に関する疑問、悩
み等、相談・苦情を受け付けま
す。

・電話やファクシミリで寄せられ
た介護保険に関する疑問や悩みに
ついて相談に応じた。
・受付件数：620件

1
健康福祉局
介護保険課

(9)

委託相談支援事業所において、情
報の提供等を総合的に行います。

・生活全般の相談の中で、必要に
応じて対応している。
・家計・経済に関する支援
　911件

1
健康福祉局
障害自立支
援課

(10)

各区保健センター（厚生部保健福
祉課）や精神保健福祉センターに
おいて、様々な心の悩みやストレ
スに関する相談を受け付けるとと
もに、悩みの背景となっている問
題に応じて、適切な相談機関への
つなぎ等も行います。

【精神保健福祉センター】
・精神保健福祉センターにおける
相談件数　4,071件
・「こころの健康よろず相談」の
開催
日時：平成30年10月28日（日）
場所：広島市消費生活センター
参加者：183名

【区保健センター（厚生部保健福
祉課）】面接相談　延14,217件
電話相談　19,634件

1

健康福祉局
精神保健福
祉センター
相談課
精神保健福
祉課
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No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

89 (11)

患者や家族等からの医療に関する
相談、苦情を受け付け、助言や医
療機関への情報提供を行うことな
どにより、患者と医療機関とのよ
り良い信頼関係を構築し、市民が
安心して医療を受けることができ
る環境づくりを支援します。

・相談件数　：　1,298件/年
　(電話：1,257件、面接：29
件、メール等：12件)

1
健康福祉局
医療政策課

(12)
食品衛生に関する消費者からの苦
情・相談に対応します。

・苦情・相談件数
　290件 1

健康福祉局
食品保健課
食品指導課

(13)

消費者からの食品表示に関する苦
情の受付、調査、指導を実施しま
す。

・消費者からの食品表示に関する
苦情の受付、調査、指導件数
　19件

1
健康福祉局
食品保健課
食品指導課

(14)

市民からの医療関係施設等に対す
る保健衛生上の苦情に伴う調査・
指導を行います。

・市民からの苦情に対して、必要
に応じて調査・指導を実施 1

健康福祉局
医療政策課

(15)

市民からの薬局等に対する保健衛
生上の苦情に伴う調査・指導を行
います。

・市民からの苦情に対して、必要
に応じて調査・指導を実施 1

健康福祉局
医療政策課

(16)

衣類や洗浄剤などの家庭用品に含
有される可能性のある有害物質に
関する消費者からの相談に対応し
ます。

・相談実績なし

3
健康福祉局
環境衛生課

(17)

市民からの毒物劇物に関する苦情
について調査し、改善を図りま
す。

・市民からの苦情に対して、必要
に応じて調査・指導を実施

1
健康福祉局
医療政策課

(18)

○住宅相談
住宅リフォーム、耐震及びマン
ション管理等に関して、専門的知
識を有する弁護士、建築士によ
り、的確なアドバイスを市民に対
し実施します。（毎月1回）
○マンション無料相談
マンションの居住者が抱える日常
の管理方法やトラブル等の相談に
対し、広島県マンション管理士会
所属のマンション管理士が、その
専門的知識をもってアドバイをす
る「マンション無料相談事業」に
要する経費に対して、一部を補助
し、マンション居住者の良好な環
境の確保に努めます。

・住宅相談
　月1回12件の枠内（年144件の
枠内）で、弁護士・建築士による
無料相談を実施。
　実績：93件（弁護士51件、建
築士42件）

・マンション無料相談
　広島県マンション管理士会が実
施する「マンション無料相談事
業」に対し補助金を交付した。

1
都市整備局
住宅政策課

90
各種業界の相談窓
口への紹介

各種業界において、基準となるガ
イドラインを定めたり、消費者相
談窓口を設けるなどの対応を行っ
ており、行政機関以外にも、消費
生活の苦情・相談を受け付ける窓
口は多様化していることから、業
界団体との情報交換や会議の場を
通じて連携を深めます。

・各種業界団体主催の意見交換会
等で情報交換を実施
保険関係　　　2回
電気通信関係　2回
不動産関係　　2回
新聞関係  　　１回

1
市民局
消費生活セ
ンター

（３）　消費生活センターの周知と身近な消費生活センターの実現
ア　消費生活センターの周知

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

91
高齢者への消費生
活相談周知事業
【再掲№55】

高齢者を対象に、消費生活セン
ターを周知するためのチラシを配
布することにより消費生活セン
ターの認知度を向上させ、消費生
活相談につなげます。

・1回発行
・発行部数　200,000部

1
市民局
消費生活セ
ンター

92
食材配達サービス
を利用した情報提
供事業【再掲№56】

生協ひろしまの食材配達サービス
事業を利用している市民を対象
に、一般向けの消費者被害につい
てのチラシを配付します。

・1回発行
・発行部数　8,000部／回

1
市民局
消費生活セ
ンター

12



No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

93

消費者安全確保地
域協議会、消費生
活サポーター、消
費生活協力団体を
活用した消費生活
センターの周知

消費者安全確保地域協議会の機能
の活用や消費生活サポーター、消
費生活協力団体の活動を通じて、
市民が消費生活センターの存在を
認知し、トラブルが生じた場合に
は、消費生活センターへ相談する
よう周知します。

・消費者安全確保地域協議会の構
成団体及び消費生活協力団体へ、
毎月、消費者被害の情報提供を実
施。また、消費生活サポーターへ
定期的に情報提供を実施し、消費
生活センターの周知を図った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

94
市広報紙・広報番
組を活用した情報
提供【再掲№159】

市広報紙「ひろしま市民と市
政」、広報番組などを有効的に活
用し、消費生活に関する情報を市
民に提供します。

・テレビ広報番組  2回
（訪問購入、点検商法等への注意
喚起） 1

市民局
消費生活セ
ンター・
企画総務局
広報課

95
消費生活情報紙の
発行【再掲№158】

消費生活に関する啓発や情報提供
を内容とした消費生活情報紙
「知っ得なっとく」を発行しま
す。

・発行：年３回6,600部/回(5月,9
月,2月発行）
・配布先：公的機関・施設、市内
小・中・高等学校・大学・民生委
員等

1
市民局
消費生活セ
ンター

96
消費者力向上キャ
ンペーン事業の実
施【再掲№157】

「消費者力向上」をキーワード
に、５月の消費者月間に合わせ、
消費者自らの学習意欲を高めるた
め、消費者団体、事業者団体等と
協力して各種の消費者啓発事業を
実施します。

・街頭啓発(5月26日)
・弁護士相談会(5月19日)1回
　　相談件数10件
・消費者月間協賛事業(6月26日）
広島消費者協会主催　市内１か所

1
市民局
消費生活セ
ンター

97

配食サービスを利
用した高齢者への
情報提供事業【再
掲№60】

食事の調理が困難なおおむね65歳
以上の高齢者のみの世帯（または
これに準ずる世帯）に属する人を
対象に、昼食または夕食を配達す
るとともに、安否を確認している
広島市高齢者配食サービス事業者
に、高齢者の消費者被害について
のチラシ等を提供し、食事と合わ
せて配布してもらうことで、地域
の高齢者に対して注意を促しま
す。

・6回発行
・発行部数　4,000部／回

1
市民局
消費生活セ
ンター

イ　多重債務問題

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

98

消費生活情報紙等
による多重債務相
談窓口の市民への
周知

消費生活情報紙「知っ得なっと
く」等を通じ、多重債務問題の相
談窓口が消費生活センター等であ
ることを市民へ周知します。

・消費生活情報紙「知っ得なっと
く」及び市のＨＰに相談窓口を掲
載して市民への周知に努めた。
・街頭啓発活動（消費者月間にポ
ケットティッシュ配布による広
報）を行った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

99
多重債務問題対策
における関係機関
等の連携の強化

福祉、税・保育料、家賃、給食費
等の徴収、保険・医療、雇用、教
育などの関係課を構成員とする
「広島市多重債務問題関係課長連
絡会議」で多重債務の相談状況や
実状等について情報交換、意見交
換を行います。

・1月に広島市多重債務問題関係課
長連絡会議を開催し、多重債務者
の実態について説明を行い、意見
交換を行った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

100
多重債務問題に関
する研修会

多重債務者の発見と相談窓口への
誘導を徹底するため、窓口で市民
と接する関係各課職員を対象とし
て、「多重債務問題に関する研修
会」を開催します。

・1月に弁護士等を講師に招き、関
係各課の窓口担当者を対象とした
研修会を行った。
受講者　42名 1

市民局
消費生活セ
ンター

（４）　消費者意見の反映、消費者紛争・訴訟への支援
ア　消費者の意見・要望等の把握

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

101

消費生活相談にお
ける消費者の意
見・要望等の把
握・反映

消費生活に関する相談及び苦情の
処理・あっせんを行う際に、消費
者の意見・要望等を的確に把握
し、本市の消費者施策に反映しま
す。

・受け付けた相談内容を分析し、
相談概要として公表するととも
に、多く発生した事例について、
消費者及び事業者に注意喚起を促
した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

13



No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

102

広島市消費生活審
議会への消費者団
体、公募市民の参
画

消費生活に関する重要な事項につ
いて、広島市消費生活審議会への
消費者団体及び公募市民の参画に
よる意見聴取により、本市の消費
者施策に市民意見を反映します。

・消費者団体、公募市民参画によ
る審議会及び、部会を開催し、意
見を聴取した。（2回）

1
市民局
消費生活セ
ンター

103

消費生活基本計画
案へのパブリック
コメントの募集と
意見の計画への反
映

消費生活基本計画の策定に当た
り、パブリック・コメントを募集
し、同計画に意見を反映します。

・本計画改定時である平成29年度
に既に実施済み。

3
市民局
消費生活セ
ンター

104

消費生活モニ
ター、ホームペー
ジにおける消費者
の意見の募集

物価調査において消費生活モニ
ターからの意見を聴取します。ま
た、必要に応じてホームページに
おいて消費者の意見の募集を行い
ます。

・消費生活モニターに物価調査結
果提出時に合わせて意見を提出す
るよう促した。 1

市民局
消費生活セ
ンター

105 市長への申出制度

消費生活条例に違反する事業活動
が行われ、条例に基づく措置が講
じられないために消費者の権利が
侵害されていることについて相当
な理由があるとき、その旨市長へ
の申出があった場合においては、
条例に基づく措置を講じます。

・該当事案なし。
・引き続き、消費生活条例に基づ
く市長への申出があった場合には
必要性が認められるものについて
は条例に基づく措置を講ずること
とする。

3
市民局
消費生活セ
ンター

イ　消費者紛争・訴訟への支援

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

106

広島市消費生活紛
争調停委員会にお
ける調停

消費生活条例に基づき、市長の付
託に応じて、付託要件を満たす事
業者の取引行為等に関する消費者
からの苦情について調整を行うと
ともに、当該条例の規定により、
その権限に属するものとされた事
項（訴訟費用の貸付けの認定）に
ついて審議します。

・該当事案なし
・引き続き付託要件を満たす案件
が発生した場合には、当委員会で
被害救済の調停及び訴訟費用の貸
付の認定等の審議を行う。 3

市民局
消費生活セ
ンター

107 消費者訴訟の援助

消費生活紛争調停委員会で、調停
で解決できなかった苦情などにつ
いて、一定の要件を満たす場合
は、訴訟に必要な費用の貸付けを
行います。

・該当事案なし
・引き続き条件を満たす案件が発
生した場合は消費生活紛争調停委
員会において審議し、貸付を行
う。

3
市民局
消費生活セ
ンター

ウ　消費者団体訴訟

No. 事業の名称 内　容 平成30年度の取組状況 区分
平成３１年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

108

特定適格消費者団
体への情報提供等
の協力

広島の適格消費者団体である「特
定非営利活動法人消費者ネット広
島」が特定適格消費者団体として
認定を受けられるよう、消費生活
センターに寄せられた消費者被害
の相談についての情報提供を行う
など、密接な関係を構築します。

・該当事案なし
・引き続き、同団体から覚書に基
づく申請があった場合には、迅速
に情報提供する。 3

市民局
消費生活セ
ンター

109

適格消費者団体と
の連携による消費
者被害の発生及び
拡大の防止【再掲
№88】

事業者に対して差止請求をできる
適格消費者団体との連携を促進し
ます。
また、被害拡大の恐れのある場合
は、相談者に同団体へ情報の提供
を働きかけます。

・個々の相談処理にあたって被害
拡大の恐れのある相談について同
団体への情報提供を勧めた。

1
市民局
消費生活セ
ンター

14


